
令和８年度沖縄地方最低賃金審議会 

第３回沖縄県最低賃金専門部会 

 

日 時 令和８年７月 31日（金）15:00～ 

場 所 那覇第２地方合同庁舎１号館 

共用大会議室（２階） 

 

 

 

議  事  次  第 

 

 

 

 １ 参考人意見聴取について 

 

 ２ 事業場実地視察結果報告について 

 

 ３ その他 



１ 沖縄県最低賃金の決定に係る意見 P1～P2

沖縄県労働組合総連合議長　穴井輝明

２ 沖縄県最低賃金の決定に係る意見 P3～P6

日本自治体労働組合総連合沖縄県事務所書記次長　瑞慶覧良太

３ 労働者側参考人聴取（概要） P7～P10

公益財団法人沖縄県労働者福祉基金協会
沖縄市就職・生活支援パーソナルサポートセンター所長　宮城彰彦

令和８年度沖縄地方最低賃金審議会
第３回沖縄県最低賃金専門部会資料一覧
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2026 年 7 月 30 日 

 

参考人氏名：宮城 彰彦 

事業所：（公財）沖縄県労働者福祉基金協会  

職名：沖縄市就職・生活支援パーソナルサポートセンター 所長 

 

 

Ⅰ 法人概要 

当協会は、沖縄県内の勤労者の福祉を増進し、併せて勤労者の福祉の向上を目指す団体の

自主的な福祉活動の育成を図り、勤労者の社会的、経済的地位の向上に寄与すると共に、勤

労意欲のある者に対する就労の支援及び生活困窮者の支援などを行なう事により、地域社会

の健全な発展に寄与することを目的とした事業を行なっています。  

私共は、労働者的視点に立ちつつ、行政や経営者団体、NPO 団体（フードバンクや子育

てや介護、若者支援の NPO が主になります）、そして市民団体等とも連携をとれる「立ち

位置」で、色々な機関を繋ぐ「かすがい役」として、それぞれの立場を超え、連携・協働し

て、地域の格差と貧困の解消に寄与することを社会的使命であると考えています。 

 

 

Ⅱ 事業内容 

 

1 自主事業 

• 労福協就労サポートセンター事業 

• 勤労者福祉ワンストップサービスセンター事業 

• 事業所内保育事業 

• 調査研究事業 

 

2 受託事業 

• グッジョブセンターおきなわ管理運営業務（沖縄県） 

• 沖縄県就職困難者等就労支援事業（沖縄県） 

• 生活困窮者自立相談支援事業（沖縄県・那覇市・沖縄市） 

• 生活困窮者就労準備支援事業（沖縄県・うるま市・沖縄市・浦添市・豊見城市） 

• 被保護者就労支援事業・就労準備支援事業（那覇市） 

• ファミリーサポートセンター事業（北谷・嘉手納・中城/与那原・西原・北中城） 

• 労働相談事業・働く女性応援事業（沖縄県） 
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Ⅲ 最低賃金について 

 

1 生活困窮・就労支援の現場から見える最新の状況 

当協会は「働くを軸に社会課題の解決に挑戦する」ことをミッションとして、構成団体と

連携しながら、就労支援や生活困窮者支援、貧困の改善に向けた支援を行っています。 そ

の一環として沖縄県から受託している就労支援の事業や生活困窮の事業、とりわけ「働く仲

間のゆめ・みらい基金」の運営においては、「子どもの貧困」やその根本的な問題である

「親の貧困」に取り組み、生活基盤の確保が困難な世帯への給付支援を行っています。 

 

（1）2025 年度の基金実績 

2025 年度の支援実績は以下のとおりです。 

• 支援件数：437 件 

• 支援決定者実数：298 名 

• 支援総額：19,862,050 円 

昨年度（239 件／13,292,061 円）と比較すると、 申請件数は 198 件増、支援額は約

657 万円増 と大幅に増加しています。 

特に以下の傾向が顕著であり、 

•  生活安定化支援（家賃・光熱費・食費等）が 2,779,790 円／27 件 

•  子どもへの支援（進学準備・校納金・遠征費等）が 2,455,024 円／24 件 

•  若者の自立支援（進学に伴う転居費等）が 711,504 円／5 件 

•  就学と子育ての両立支援が 904,450 円／7 件 

• 高校生の資格試験受験費用支援は 363 件／6,625,160 円 と前年度の約 2 倍 

さらに、 

•  生理の貧困対策（吸水ショーツ・生理用品配布） 

•  年末食料配布（ワクワク年末お福分け隊） 

•  離島高校生の資格試験受験旅費支援 など、生活課題の複合化に対応した支援が 

拡充されています。 

 

（2）生活コスト上昇による生活基盤の崩壊 

2025〜2026 年にかけての物価高騰は、子ども・若者・高齢者を問わず県内の幅広い

層に深刻な影響を及ぼしています。 

特に以下の事例が増加しています。 

• 家賃滞納による住居喪失の危機 

• 電話・通信費滞納による連絡手段の喪失 
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• 住まいが不安定となり、就労継続が困難 

• 住所不定となり、支援制度につながれない 

昨年度資料では「ライフライン停止経験が約 3 割」と報告しましたが、 今年度は借

金によるさらなる生活の不安定と住居喪失リスクが顕著に増加し、生活基盤の崩壊が

より深刻化してます。 

 

（3）非正規雇用率の高さと賃金水準の伸び悩み 

沖縄県は全国的に見ても非正規雇用の割合が高い傾向にあり、 賃金水準の低さやサ

ービス産業比率の高さなど、地域の雇用構造が 生活の不安定さにつながりやすい状況

が続いています。その結果、フルタイムで働いても生活が成り立たない層が増加し、

支援現場では「働いているのに住まいを失う」ケースが目立っています。 

 

 

Ⅳ 貧困の連鎖 

 

困窮世帯では、生活基盤の不安定化が子どもの教育・体験の機会喪失に直結してい

ます。 

• 住居不安定により学習環境が確保できない 

• 通信環境の不足により学習機会が制約される 

• 部活動費・教材費の負担増により参加を断念するケースが増加 

• 経済的困難が自己肯定感の低下につながり、将来の就労にも影響 

また、高齢者の生活困難も増加しており、年金だけでは生活費が賄えず、家賃滞納や

医療費負担困難が深刻化しています。  

若年層・子育て世帯・高齢者のいずれにおいても、生活困難が連鎖的に拡大していま

す。 

 

 

Ⅴ 最低賃金について 

 

（1）最低賃金は生活基盤を守る「最後の防波堤」 

住居の確保が困難となるほど生活コストが上昇する中、最低賃金は県民の生活基盤を

守る最後の防波堤であると考えます。 フルタイムで働けば最低限の生活が可能となる

水準への引き上げは、貧困の連鎖を断ち切るためにも不可欠な施策であると考えます。 

 

（2）中小企業支援とセットでの引き上げ 
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最低賃金引き上げは企業への負担にも配慮しつつ、以下の施策と一体的に進める必要が

あります。 

• 中小企業への助成制度の充実 

• 人材育成支援・業務改善支援の強化 

• 地域・企業・行政の多分野協働による支援体制の構築 

企業の経営安定化を図りながら、誰もが安心して暮らせる地域社会を築くことが共通の目

標であると考えます。 

 

以上 

10


